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要旨 

 本研究は、道路損傷の外部性の視点を踏まえて、大型車が道路構造物へ与える影響に着目して、諸外国でも導入されている

損傷者負担に応じた高速道路料金の日本への導入について検討する。具体的には、首都高を念頭に置いた、相対的に損傷によ

る費用が高い都心部の高速道路（全区間が橋梁区間）経由と圏央道を念頭に置いた、相対的に損傷による費用が低い郊外部の

高速道路（全区間が土工区間）経由の代替的な２区間の交通に単純化する。そして、重量料金モデルを使用して、重量料金導

入前後の単純化した２区間の交通量の変化と2区間合計の年間管理費の変化を試算する。 
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１．はじめに 
 日本の有料道路制度が大きな転換点を迎えた。2016年4月より導入された首都圏三環状道路の高速道路料金で

は、「首都圏料金の賢い３原則」に基づき、①料金体系の整理・統一、②起終点を基本とした継ぎ目のない料金の

実現および③政策的な料金の導入が検討導入された。これは、諸外国と同様に、日本でも道路の新規建設時代か

ら維持更新時代へ移ったことを意味している。そのため、高速道路の費用負担の仕組みも、現在までの道路建設

に資する費用負担制度から維持更新時代に見合った料金制度へと変更される必要があるだろう。高速道路料金の

あり方を検討する際、現在の道路容量を与件とする短期問題として解くか、それとも道路容量の拡大・縮減も考

慮する長期問題として解くかの立場の違いがあるが、道路建設よりも維持管理が重要となっている日本の現況を

踏まえて、本研究では以降、短期問題としての高速道路料金を検討したい。 
以上を踏まえて、本研究では、維持更新時代に向けた高速道路料金制度について、先行研究や諸外国の知見を

踏まえて検討することを目的としている。とくに、道路損傷の外部性の視点から大型車が道路構造物へ与える影

響に着目して、諸外国でも導入されている損傷者負担に応じた高速道路料金（以降、重量料金と表記）の日本へ
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の導入について検討する。具体的には、首都高速道路（以降、首都高と表記）を念頭に置いた、相対的に損傷に

よる費用が高い都心部の高速道路（全区間が橋梁区間）経由と圏央道を念頭に置いた、相対的に損傷による費用

が低い郊外部の高速道路（全区間が土工区間）経由の代替的な２区間の交通にまずは単純化する。そして、重量

料金モデルを使用して、重量料金導入前後の単純化した２区間の交通量の変化と2区間合計の年間管理費の変化

を試算する。 
 

２．先行研究 
自動車の道路利用では、道路混雑や大気汚染などの外部不経済が発生するため、内部化する方策について膨大

な理論的研究が蓄積されてきた5。しかし、瀬木他（2014）によれば、本研究の対象である維持管理費用を明示的

に考慮した高速道路料金に関する研究は数少ない。ただ、Newbery（1988a）でも指摘されたように、ある車両タ

イプの通行が道路へ損傷を与え、他の車両がその維持管理費を負担させられることで交通量が過少になるならば、

道路損傷の外部性が生じていることになる。つまり、道路の損傷に対しても外部不経済の内部化の議論が援用で

きることになる。いいかえれば、混雑料金と同様に、諸外国でも導入されているような損傷者負担に基づく料金

の採用が資源配分上望ましいことになる。 
以上の議論を踏まえて、Small and Winston（1988）やNewbery（1988b）は、道路建設費や維持管理費用の一部

を一括税（lump-sum税）により調達できることを前提として、道路損傷の外部性を内部化する目的の限界費用価

格形成原理に基づく道路料金について分析している。また、Chu and Tsai（2004）では、混雑料金と維持管理費用

を踏まえた２車種の道路料金について検討を加えている。しかし、日本の制度下での現実的な政策への知見を導

出するには、少なくとも高速道路事業者が建設費および維持管理費用のすべてを料金収入で賄わなければならな

いという現状を踏まえる必要がある。 
 そこで、瀬木他（2014）では、Chu and Tsai（2004）での議論を拡張して、高速道路と一般道路が並列するネッ

トワークを対象として、道路利用がもたらす混雑と道路構造物への損傷という外部不経済を内部化する高速道路

料金について理論的に分析した。とくに、大型車と普通車によって道路構造物への損傷の度合いが異なることと

一般道路と高速道路間で構造物の耐荷力が異なることに着目した結果、一般道路の限界維持補修費用が高速道路

よりも高く、かつ道路間の限界維持管理費用の差が料金設定に反映されていない場合は、その差額を大型車料金

に反映する（すなわち大型車の料金を安くする）ことで、大型車が高速道路への誘導される（普通車は一般道路

へ押し出される）ことによる維持管理費用の軽減効果が存在することを明らかにした。 
 しかし、損傷者負担原則に則った制度設計を目指すとすれば、大型車の一般道での課金、軽油引取税の増税な

ども検討すべきであろう。本研究はその第１歩として、代替的な高速道路ルートが存在するときに、道路区間ご

との損傷度合に応じた料金の差別化を行うことで、道路区間ごとの交通量や高速道路全体の維持管理費用に与え

る影響を明らかにしたい。 
 
３．大型車への高速道路料金の現状と新たな料金施策の考え方 

3.1 現行の高速道路料金体系の課題 
高速道路料金制度は2016年４月から変更があり、図１および表１のように東京近郊の複雑な高速道路料金の整

理・統一が図られた。これまでは高速道路の建設を重視した料金体系であったが、環状道路の整備が進み、利用

を重視した料金体系に変更され、対距離制を基本に高速道路の種別による料金水準や車種区分の統一が図られた。

統一された対距離料金は、利用1回当たりのターミナルチャージ150円に大都市近郊区間は29.52円/km、そして

普通区間は24.6円/kmとなっている。道路構造物に影響を及ぼす大型車の料金をみてみると、普通車の 1.65倍、

そして特大車は2.75倍と、後述するように車両の総重量やアスファルト舗装や橋梁床版への累乗倍による影響 に
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統一後

車種区分 総重量 ２車種 ３車種 ５車種 ５車種

軽自動車等 1t未満 0.8 0.8

普通車 2t 1.0 1.0

中型車 8t未満 1.2 1.2

大型車 25t以下 1.5 1.65 1.65

特大車 44t以下 3.5 2.75 2.75

1.0

2.0

1.0

統一前

比べると割安感がある。くわえて、走行頻度の高い運送会社等へは多頻度大口割引制度が適用され、最大40%の

料金割引が適用されるなど、普通車並の料金で大型車が走行可能な場合がある。 
表1 車種区分の統一と料率 

  

 

 

 

 

図１ 首都圏における新たな料金体系6 

 諸外国の高速道路料金をみてみると、普通車と大型車の比率は２倍程度であることが多く、日本の基本的な高

速道路料金の現状と大差はない。しかし、諸外国では料金制度のみではなく、税負担も含めた費用負担の枠組み

で大型車の負担を検討していることがわかる7。たとえば、アメリカでは、コスト・アロケーション・スタディの

なかで、1980年代以降の道路の維持管理が求められた時代では、車種ごとの道路に与える損傷度合いを求め、重

量および地域ごとに分類された道路利用者ごとの責任費用額を推定し、費用と負担の関係を明確化した8。また

EU では、国境をまたがって長距離の移動をすることが多い重量貨物車を対象に、インフラ利用に関する負担の

公正の観点から一般的な道路インフラ課金に関するルールをＥＵ指令として制定し、各国はそれぞれ課金制度を

導入している9。 

他方、経済発展が急激に進んでいる中国では、高速道路料金に対する割高感があり、大型車が重量を過小申告

し、重量超過状態で走行する大型車が増加した結果、道路構造物への影響が危惧されている10。このような状況

下で高速道路の建設費の返済と通常の維持管理費用を確保するために、車両の総重量に基づく料金体系を導入し

ている（江蘇省、広東省、四川省、および青海省）。これは、中国国内の高速道路を走行する車両の25%が空車

状態であったことから、道路構造物への影響が小さな場合には料金を割安にし、大型車の利用を適正にする狙い

があると考えられる。2003年３月１日からの試行において、総重量を上回る車両への課徴金請求を実施した結果、

９ヶ月後には、違反車両は2.47%から0.2%に減少し、正式に採用することとなった。 

3.2 道路構造物への影響を考慮した新たな料金施策の考え方11 

 2016年４月からの新料金では、車種区分の統一はなされたが、重量車両が道路構造物（舗装、橋梁床版等）へ

及ぼす影響が十分に反映されていないと思われる。とくに、前述したように特大車が乗用車の2.75倍にとどまっ

ている点が問題として指摘できる。維持管理時代においては、道路建設よりも維持管理が重要となっている諸外

国の事例にもあるように、道路損傷の原因となっている大型車の高速道路料金に対して、経済理論を踏まえた損

傷者負担の考え方を導入することが望ましい。日本の現行の高速道路料金は建設費と維持管理費を料金で回収す

ることを目指しており、その意味では短期平均費用価格形成を行ってきたと見なせる。ただ車種別にみると、そ

れぞれの車種が負担すべき建設費および維持管理費を算出し、それらに基づいて車種別料金が定められてきたわ

けではない。料金設定の上で資源配分上もっとも望ましいものは、社会的限界費用と等しくなるように設定する
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9課金方法としては、①対距離課金システム（無線方式などにより、通行距離に応じて課金）（導入国：ドイツ・スイス・オー

ストリア）と②ビニエット方式（ステッカー購入などにより、一定期間の利用に課金）（導入国：ベルギー・スウェーデン・デ

ンマーク・ハンガリー・ポーランド・ブルガリア）がある。 
10 Chen（2004）を参照。  
11 本項は、根本・味水（2008）および根本（2015）の内容に負うところが大きい。 



 

 

限界費用価格形成原理である。しかし、高速道路のようなインフラに対して限界費用価格形成原理を実際に採用

すると、非混雑状況では費用逓減状態のところで均衡し、結果として短期平均費用を下回る費用しか回収できな

いことが理論的にわかっている。そこで、収支均衡を条件とした料金の考え方として、需要と供給を一致させて、

かつ平均費用と等しくなるように設定する平均費用価格形成原理が広く知られている。しかし、平均費用価格形

成原理を実際に採用すると、常に収支均衡が達成されるように料金設定が行われるため、供給者側の費用最小化

に対するインセンティブが失われてしまい、非効率な生産となることが指摘されている。 
このように、高速道路のようなインフラ整備に関する費用負担（料金）を経済学から考えると、限界費用価格

形成原理あるいは平均費用価格形成原理には一長一短があることがわかる。そのため、その他の価格理論として、

ラムゼイ価格形成原理や二部料金制度が提案されている。  
それでは、上記の議論を踏まえて現実の高速道路料金をみてみるとどうだろうか。日本の高速道路料金は、前

述の通り短期平均費用価格形成を行っているが、諸外国の高速道路料金制度をみてみると、限界費用価格形成原

理と平均費用価格形成原理の組み合わせが検討されていることがわかる。たとえば、欧州委員会は非混雑道路、

混雑道路が混在しているときに、非混雑道路の走行に対し短期平均費用（道路建設維持費用）を負担させ、混雑

道路に走行に対しては短期平均費用を負担させた後、短期限界費用（混雑費用）と短期平均費用との差のすべて、

あるいは一部を課す方式を提案している12。したがって、本研究でも、道路建設費には平均費用価格形成の枠組

み、すなわち償還主義を守りながら、維持管理費用の車種別負担比率の決定に関して、損傷者負担原則に基づく

限界費用価格形成の考え方を取り入れた方式の検討を目的としている。ただし、本研究では、データの制約から、

まずは道路区間ごとの損傷度合に応じた料金の差別化を行うことで、高速道路全体の維持管理費用が削減できる

可能性を示す。 
 
４．分析方法と分析結果13 

4.1本研究のネットワーク 

本研究では、首都高を念頭に置いた、相対的に損傷による費用が高い都心部の高速道路（全区間が橋梁区間）

経由と圏央道を念頭に置いた、相対的に損傷による費用が低い郊外部の高速道路（全区間が土工区間）経由の代

替的な２区間14の交通を図２のように単純化する。 

 

 

 

 

                                          

 

 

 

 

地点Ａ 

郊外部の高速道路：土工区間 

（圏央道のデータを使用） 

都心部の高速道路：橋梁区間 

（首都高のデータを使用） 

地点Ｂ 

 

図２ 本研究が想定するネットワーク 
表２のように、本研究における都心部の高速道路は首都高の交通状況および初期建設費と管理費を、郊外部の

高速道路は圏央道の交通状況および初期建設費と管理費に基づきそれぞれ試算する。なお、初期建設費に対応す

る車種別料金は、供用後から設定されている車種区分（当初2区分、現在5区分）に基づき車種別断面交通量を

用いて算出する。管理費に対応する車種別料金は、損傷者負担原則に基づき車両総重量による道路構造物への損

傷の度合いも考慮して試算する。 
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14 本研究の想定するネットワークは、例えば、首都圏の新たな高速道路料金の代表事例として取り上げられている厚木－久喜

間の首都高と圏央道のような代替的な関係を念頭においている。 



 

 

表２ ２区間の諸状況15 

項目 都心部 郊外部 

平均トリップ長（km） 20 21.2 

日平均断面交通量（台） 62798 46000 

建設費（億円） 3760 2396 

支払利息（億円） 4941 7369 

年間補修費（億円） 13.8 1.5 

4.2損傷者負担を考慮した車種別料金 

都心部および郊外部の車種別重量料金を試算したものが表３および表４である16。ここで示す車種別重量料金

とは、初期建設費と管理費のすべてを料金で回収するということを満たしつつ、維持管理費に関しては道路区間

ごとの損傷度合に応じた料金の差別化を行う料金となっている。表中の「参考 1」は現行の料率で求めた平均ト

リップ長あたりの料金を、また「参考 2」は車種別の損傷度合いを反映せず、すべて平均費用価格形成原理に基

づく平均トリップ長あたりの料金をそれぞれ表している。表３および表４をみると17、現行料率で計算した料金

（参考）と比較して、道路構造物への影響を考慮した場合、たとえばとくに首都高では大幅な料金の値上げとな

ることがわかる。この結果は、首都高における現行の車種別料金には道路区間別の損傷度合いが反映されていな

いことを示唆しており、資源配分上非効率な高速道路料金となっている可能性がある。 

表３ 損傷者負担を考慮した都心部の高速道路料金 

区分比率 建設費 利息(4%､50年) 総重量(t) 道路構造物への影響比率 維持管理費① 維持管理費② 維持管理費③

費用(億円） 3,760 4,941 - - 13.8 5.6 24.4

軽自動車 0.8 239 314 0.85 6.945E-17 0 24 107 684 540 756

普通車 1.0 299 392 2.00 2.000E-12 0 24 107 822 640 894

中型車 1.2 358 471 8.00 3.355E-05 0 24 107 960 670 1032

大型車 1.65 493 647 23.40 1.521E-01 659 24 107 1929 950 1343

特大車 2.75 821 1079 26.00 2.275E-02 99 24 107 2130 1190 2103

【参考2】
重量を考慮
しない料金

都心部の高速道路（橋梁区間）

車種区分 【参考1】
現行料金

維持管理費(年間費用）
計

初期建設費(50年で完済）

 
表４ 損傷者負担を考慮した郊外部の高速道路料金 

区分比率 建設費 利息(4%､100年) 総重量(t) 道路構造物への影響比率 維持管理費① 維持管理費② 維持管理費③

費用(億円） 2,396 7,369 - - 1.7 3.1 18.5

軽自動車 0.8 101 310 0.85 6.945E-17 0 16 31 458 452 461

普通車 1.0 126 388 2.00 2.000E-12 0 16 31 561 566 564

中型車 1.2 151 465 8.00 3.355E-05 0 16 31 663 679 666

大型車 1.65 208 640 23.40 1.521E-01 66 16 31 960 933 897

特大車 2.75 347 1066 26.00 2.275E-02 10 16 31 1469 1555 1462

【参考2】
重量を考慮
しない料金

郊外部の高速道路（土工区間）

車種区分 初期建設費(100年で完済） 維持管理費(年間費用）
計

【参考1】
現行料金

 

 

                                                           
15 データの詳細については、後藤（2017）を参照。建設費・支払利息・年間補修費については、平均トリップ長あたりのもの

である。なお、支払利息の年利は４％、その期間は、道路構造物の耐久性から、都心部で50年間そして郊外部で100年間をそ

れぞれ想定したため、郊外部の支払利息総額が都心部よりも高くなっている。 
16表中の維持管理費は、次の①から③に示すように分類する。このうち、①（道路構造物への影響を考慮した補修費は車両重量

に影響を受けると考えられることから、平均軸重の影響を考慮し、車種別負担額を決定する。一方、②清掃費、光熱水費等と

③首都高本体の人件費など計画管理費は車両重量の影響を考慮しなくてもよいと考えられることから、車両台数に応じて車種

別負担額を算出する。 
17表中にある「道路構造物への影響比率」とは、都心部では軸重の12乗則を、そして郊外部では前軸重の4乗則を用いて影響

を整理した指標である。 
 



 

 

4.3 QV式と需要関数（重量料金モデル）の概要 

 ここでは、2016年から実施されている首都圏の新たな高速道路料金の代表事例として取り上げられた厚木～久

喜間の首都高（都心部）と圏央道（郊外部）に関係する各観測データ18（表５）を用いて、都心部および郊外部

の高速道路における交通量と速度の関係を表す式（QV式）を以下のように算出した19。 

Vs=60-0.0005Qs   （１）（都心部） Vk=80-0.0003Qk   （２）（郊外部） 
表５ 首都高および圏央道の交通状況データ20 

項目 首都高 
圏央道 

2015.11 2017.2 

日平均断面交通量（台） 62798 51900 61500 
延長（km） 20.0 4.8 4.8 

平均旅行速度（km/h） 29.8 64.8 61.9 

所要時間（分） 40.3 4.4 4.6 

また、表６の一般化費用と交通量のデータから、以下の（３）および（４）式のように定式化した都心部と郊

外部の需要関数のパラメータを特定化した21。なお、（３）式の傾きは、都市高速道路を扱った井ノ口他（2016）
と同様に、-0.2とした。 

QS=-0.2Ps+15184  （３）（都心部） QK＝-0.0091PK+2673.2  （４）（郊外部） 
表６ 首都高および圏央道の一般化費用のデータ 

項目 首都高 
圏央道 

2015.11 2017.2 

時間費用(円） 110541084.35  10372586.14  12850445.51  
燃料費（円） 1231983.66  671004.39  796287.53  

通行料（円） 53011245.69  103140662.40  116275836.00  
一般化費用（円） 164784313.70  114184252.93  129922569.04  

一般化費用（円/台） 2624.04  2200.08  2112.56  
本研究の試算方法は次の通りである。第１に、上記需要関数の一般化費用に表３および表４の車種別高速道路

料金をそれぞれ代入し、（３）式と（４）式から車種別交通量の変化を計算する。次に、計算された交通量を（１）

式と（２）式に反映して平均旅行速度の変化を計算する。さらに、平均旅行速度の変化による所要時間の変化を

一般化費用の変化として需要関数にフィードバックし、ルートごとの交通量の変化を計算する。そしてその変化

をQV式に反映するという繰り返し計算を行った結果、25回の計算で収束した。その際、一般道路との間で交通

量が流出入しない、および2ルートの合計交通量に変動はないと仮定した。 
4.4 分析結果 

4.3の試算方法による結果を表７に示す。これをみると、重量料金を導入することで相対的に道路構造物への損

傷を与えない普通車の交通量が都心部へ誘導される一方で、道路構造物への損傷を相対的に与えやすいと思われ

る大型車等が郊外部の高速道路へ誘導される可能性が示唆された。 

                                                           
18 平成22（2010）年度道路交通センサスの一般交通量調査結果を使用した。 
19 ここで、Vは走行速度（km/h）を、Qは交通量（台）をそれぞれ表している。 
20 都心部の高速道路の交通状況は、表２の首都高の平均交通量および平均トリップ長などを利用した。郊外部の高速道路の交

通状況は、圏央道が順次開通していくときの交通量の影響も考慮するために、厚木～久喜間の圏央道経由のルートの中で、青

梅‐入間間の①2015年11月～2017年1月まで（2015.11と表記）の日平均断面交通量と②2017年2月19日（日）～2月25

日（土）まで（2017.2と表記）の日平均断面交通量および区間延長をそれぞれ利用した。 
21 ここで、Pは一般化費用（通行料金＋時間費用＋燃料費用の合計：円/台）を表している。時間費用および燃料費用の算出に

ついては、国土交通省道路局都市・地域整備局（2008）にある車種別の時間価値原単位および走行経費原単位を用いた。 



 

 

 上記交通量の変化を踏まえて、損傷者負担を考慮した高速道路料金の導入における都心部および郊外部の50
年間の管理費合計の変化を平均トリップ長あたりで示したものが表８である22。これをみると、2区間合計の管理

費は、平均トリップ長あたり50年間で約56億円（年間約1.1億円）の削減効果があることがわかった。 
表７ 都心部および郊外部の日平均断面交通量の変化 

車種 
重量料金導入なし 重量料金導入あり 交通量の増減 

郊外部 都心部 郊外部 都心部 郊外部 都心部 

軽自動車 5959 5526 6674  4811  715  -715  

普通車 39280 42897 18028  64149  -21252  21252  
中型車 5763 7573 7208  6128  1445  -1445  

大型車 9268 5551 9773  5046  505  -505  
特大車 1230 1250 1326  1154  96  -96  

合計 61500 62797 43043  81254  -18457  18457  

表８ 都心部および郊外部の管理費の変化（万円/平均トリップ長） 

車種 
重量料金導入なし 重量料金導入あり 管理費の増減 

郊外部 都心部 郊外部 都心部 郊外部 都心部 

軽自動車 3  0  3  0  0  0  
普通車 91  11  42  17  -49  6  

中型車 23200  4215  29017  3411  5817  -804  
大型車 503168  5971601  530596  5428115  27428  -543486  

特大車 323539  924172  348743  853330  25204  -70842  
合計 850000  6900000  908401  6284873  58401  -615127  

 

５．結論と今後の課題 

 本研究では、首都高を念頭に置いた、相対的に損傷による費用が高い都心部の高速道路（全区間が橋梁区間）

経由と圏央道を念頭に置いた、損傷による費用が低い郊外部の高速道路（全区間が土工区間）経由の代替的な２

区間の交通をシンプルに想定し、重量料金モデルを構築して、重量料金を導入することによる交通量の変化と上

記2区間合計の年間管理費の変化を試算した。分析の結果、以下の２点が明らかとなった。 
第１に、道路水準を所与とした場合の高速道路料金の考え方として、限界費用価格形成原理あるいは平均費用

価格形成原理には一長一短があることがわかった。そのため、本研究では、欧州でも導入されているような損傷

者負担原則に基づく料金制度を検討する第１歩として、平均費用価格形成の枠組みを守りながら、維持管理費用

の車種別負担比率の決定に関して、道路区間ごとの損傷度合に応じた料金の差別化の考え方を取り入れた方式に

ついて試算を行った。 
第２に、試算の結果、重量料金を導入することで、相対的に道路構造物への損傷を与えない普通車の交通量が

都心部の高速道路へ誘導される一方で、道路構造物への損傷を相対的に与えやすいと思われる大型車等が郊外部

の高速道路へ誘導される可能性が示唆された。また、交通量の変化によって、2区間合計の管理費は、平均トリ

ップ長あたり50年間で約56億円（年間約1.1億円）の削減される可能性があることがわかった。 
本研究の試算結果は、現行の高速道路の車種別料金には車種別・道路区間ごとの損傷度合いが適切に反映され

ていないことを示唆しており、資源配分上非効率な高速道路料金となっている可能性があることを意味している。

                                                           
22都心部の高速道路は全区間橋梁と想定しているため、構造区分を2種類（橋梁床板およびアスファルト舗装）とし、1台・平

均トリップ長あたりの車種別負担額を算出した。また、郊外部の高速道路は全区間土工区間と想定しているため、構造区分は

1種類（アスファルト舗装）とした。それぞれの補修単価については玉越他（2004）を参照。 



 

 

くわえて、車種別の損傷度合いを高速道路料金に適切に反映することで、管理費の削減につながる可能性も示す

ことができた。 
 ただし、本研究の分析には課題が多くある。第1に、本研究の想定するネットワークがシンプルであるため、

今後は現実の高速道路ネットワークをどのように反映するのかを検討する必要がある。第2に、本研究では管理

費の一部の平均可変費用を重量料金と設定したが、今後は限界費用を推計することが望ましい。第3に、本研究

では外生的に重量料金を算出したが、今後は内生的に同時決定されるモデルを想定することがより望ましい。そ

して、本研究で用いたQV式や需要関数も車種別・道路区間ごとに推計する必要がある。 
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